
　社会資本総合整備計画 防災・安全交付金             令和02年02月18日

計画の名称 安心・安全に住み続けることのできる住環境の実現（防災・安全）（重点計画）

計画の期間   平成３１年度 ～   令和０５年度 (5年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 三条市

計画の目標 公営住宅の耐震化等を進めることにより、災害に強い住環境を形成する。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）                 356  Ａ                 356  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

H31 H35

   1 （市営住宅の耐震化）三条市営住宅長寿命化計画に基づいた耐震改修工事により、耐震性が確保された市営住宅の割合を52%から60%へ増加させる。

三条市営住宅長寿命化計画による 52% % 60%

（耐震改修工事等により、耐震性が確保された市営住宅の棟数割合）＝（耐震改修工事等により、耐震性が確保された市営住宅棟数）／（市営住宅全棟数）

備考等 個別施設計画を含む 〇 国土強靱化を含む 〇 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む － 避難確保計画の策定 避難行動要支援者名簿の提供

1 案件番号： 



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H31 R02 R03 R04 R05 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

地域住宅計画に基づ

く事業

A15-001 住宅 一般 三条市 直接 三条市 － － 公営住宅等ストック総合

改善事業

耐震診断、耐震補強設計、耐

震補強工事等（2棟、50戸）

三条市  ■  ■  ■  ■  ■         356 策定済

 小計         356

合計         356

1 案件番号： 



交付金の執行状況

        （単位：百万円）

R02 R03

配分額 (a)                      72                      46

計画別流用増△減額 (b)                       0                       0

交付額 (c=a+b)                      72                      46

前年度からの繰越額 (d)                       0                       0

支払済額 (e)                      72                      46

翌年度繰越額 (f)                       0                       0

うち未契約繰越額(g)                       0                       0

不用額 (h = c+d-e-f)                       0                       0

未契約繰越率+不用率 (i = (g+h)/(c+d))％                       0                       0

未契約繰越率+不用率が10％を超えている場

合その理由

1 案件番号： 



（第２回変更）
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地域住宅計画

令和 元 年度 ～ 5 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

○安心・安全に住み続けることのできる住環境の確保
　市営住宅における入居者が安心して住み続けられる安全な住環境を実現するため、三条市営住宅長寿命化計画に基づき、既存ストックの有効活用を
図るべく、耐震化及び長寿命化に必要な改修・修繕を計画的に推進する必要がある。

○市内既存建築物における耐震性能の確保及び克雪化
　新潟・福島豪雨災害等によりリフォーム費用に係る耐震改修の減少、所有者の高齢化による耐震化への意欲の低下などが原因となり、耐震化率が伸
びない状況が続いている。安全性の向上に関する知識の普及が伴っていないことからも、積極的な啓発及び支援を行う必要がある。また、降雪期の雪
下ろしを行わないことによる住宅等の倒壊防止や、高齢者の事故が発生している雪下し中の安全確保のため、住宅の克雪化や雪下し等の管理において
も同様に積極的な支援を行う必要がある
　

 都道府県名 新潟県  作成主体名

 計画期間

三条地域住宅計画（第１期） 計画の名称

　三条市

　三条市は、世界に誇るものづくりのまちであり、また先人から脈々と受け継がれてきた歴史や文化、下田郷に代表される豊かな自然など、多彩な魅
力に満ちたまちです。
　新潟県のほぼ中央に位置し、面積は約432㎢、人口約９万８千人、世帯数約３万６千世帯（H30年12月現在）です。
　本市は平成27年に策定した「三条市総合計画」に基づいて、少子高齢化、人口減少社会にあっても三条市の素晴らしさを今と変わらない姿で存続さ
せていくという思いを込めて、「豊かな自然に恵まれた、歴史と文化の息づく、創意にみちたものづくりのまち」を将来都市像として掲げ、その実現
に向けた取組を推進しています。
　市営住宅においては、昭和40～50年代に建設された住宅が８割を占め老朽化が進行しており、維持管理費用の増大が見込まれることから、計画的か
つ効果的な整備を行い、将来にわたって安全で快適な居住環境を確保していくため、団地別・住棟別の活用方針を定め、長期的な視点に立った市営住
宅の維持管理計画として、平成26年度に「三条市営住宅長寿命化計画」を策定しました。本計画に基づいて、長寿命化を図るべき市営住宅の状態を把
握し、予防保全的な観点から計画的な修繕・改善を行い、居住者の安心・安全の確保に取り組んでいます。



単　位 基準年度 目標年度

耐久性向上等の長寿命化措置が完了した市営
住宅の棟数割合

％
（耐久性向上等の長寿命化措置が完了した市
営住宅棟数）　／　（市営住宅全棟数）

39.1% H30 60.0% Ｒ5

耐震改修工事等により、耐震性が確保された市
営住宅の棟数割合

％
（耐震改修工事等により、耐震性が確保された
市営住宅棟数）　／　（市営住宅全棟数）

52.2% H30 60.0% Ｒ5

市内住宅の耐震化率 ％
（耐震性ありとなる住宅戸数）　／　（住宅総戸
数）

79.6% H28 87.0% Ｒ5

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等

既存の市営住宅を計画的に改修・修繕することで安全性を確保し、誰もが安心して住み続けられる住環境を実現する。
また、市内住宅の耐震診断及び耐震改修の促進を図り、耐震化率の向上を目指す。

指　　標 従前値 目標値



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

 

　該当なし

(1)　基幹事業の概要

○公営住宅等ストック総合改善事業
　市営住宅の安全性の確保と安心して住み続けられる住環境を実現するため、市営住宅の耐震化を図るとともに、住宅の長寿命化・耐久性の向上に必要
な改修工事を実施する。
【安全性確保型】
・市営住宅の耐震診断、耐震等設計、耐震補強工事
・市営住宅の屋外通路等照明設備改修工事　ほか
【長寿命化型】
・市営住宅の屋上・外壁改修工事、給排水管改修工事　ほか

○住宅建築物安全ストック形成事業
　木造住宅の耐震化及を促進するため、耐震診断及び改修等に要する費用について助成するとともに、計画的かつ効果的な普及・周知啓発を図る。

(2)　提案事業の概要

　該当なし

(3)  その他（関連事業など）



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

（金額の単位は百万円）

基幹事業

交付期間内

事業費

三条市 安全性確保型、長寿命化型等（2棟、50戸） 483.0

三条市 安全性確保型（5団地、10棟） 14.0

三条市 木造住宅の耐震診断及び改修補助等 23.0

三条市 既設ブロック塀の解体等（6か所 避難所等） 9.0

529.0

効果促進事業
交付期間内

事業費

三条市 既設ブロック塀の解体等（2か所） 1.0

三条市 命綱固定アンカー設置補助 12.0

13.0

関連社会資本整備事業
交付期間内

事業費

0.0

合計（A＋B＋C) 542.0

公営住宅等ストック総合改善事業

住宅建築物安全ストック形成事業

住宅建築物安全ストック形成事業

細項目
規模等

事業主体

事業主体

事業主体

小計（Ａ）

事業

事業

事業

公営住宅等ストック総合改善事業

規模等

規模等

既設公共施設耐震化事業

克雪住まいづくり等支援事業

小計（Ｂ）

小計（Ｃ）



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

該当なし

該当なし

該当なし

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特
例の対象となります。（ただし、一定の要件を満たすことが必要です。）


